
所有者不明土地問題への取り組みについて 

令和 2 年 5 月 28 日 

中部弁護士会連合会 

１ 所有者不明土地問題に対する考え方 

所有者を特定したり、その所在を把握したりすることが困難な、いわゆる所有者不明土

地は、震災復興事業や事業用地の取得、農地の集約、森林の適正管理の妨げになるなど、

様々な分野で問題となっている。 

人口減少、高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方から都市等への人口移動

を背景とした土地の所有者意識の希薄化により、所有者不明土地が増加しており、今後も、

相続機会の増加に伴い、所有者不明土地も増加していくものと見込まれる。 

所有者不明土地問題を解決するため、今年度国会において民法・不動産登記法等の改正

法が審議される予定である。（ただし、今般の新型コロナウイルス感染症のまん延により

法制審議会民法・不動産登記法部会も 2 月 18 日を最後に会議が行われておらず、法改正

も延期される見込みである。） 

このような中で、我々弁護士も、法律の専門家として、所有者不明土地問題に積極的に

関わり、この問題に取り組むことが求められており、その期待に応えるべきと考えている。 

 

２ 所有者不明土地等問題シンポジウム 

中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会にも共催いただき、令和元年 11 月 27

日に名古屋市中区役所ホールにて所有者不明土地等問題シンポジウムを開催した（愛知

県弁護士会主催、中部弁護士会連合会共催）。 

法制審議会民法・不動産登記法部会⾧の山野目章夫早稲田大学教授に基調講演を、中部

地方整備局河村善隆用地調整官（当時）らをパネラーにパネルディスカッョンを担当いた

だいた。参加者 293 名。アンケート結果は大変好評で、継続開催を望む声も多かった。 

 

３ 表題部所有者不明土地探索委員 

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律に基づき、各法務局に所

有者等探索委員が置かれ、司法書士、土地家屋調査士と共に、弁護士も委員として委嘱さ

れている。 

名古屋法務局では愛知県弁護士会の推薦を受けた弁護士委員５名が探索委員として選

任され、所有者不明土地の解消のため活動している。 
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